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第二級陸上無線技術士「法規」試験問題 
２０問 ２時間 

 
 
Ａ－１ 次の記述は、無線局の免許の有効期間を掲げたものである。電波法（第１３条及び第２７条の５）及び電波法

施行規則（第７条から第８条まで）の規定に照らし   内に入れるべき字句の正しい組合せを下の番号から選

べ。 
 
① 包括免許に係る特定無線局であって、電気通信業務を   Ａ  
行うことを目的として開設するもの 
② 臨時目的放送を専ら行う放送局            当該放送の目的を達成するために必要な期間 
③ 気象援助局                     ５年  
④ 実験局                        Ｂ  
⑤ 実用化試験局                     Ｃ  

 
Ａ   Ｂ   Ｃ 
１ ５年  ２年  １年 
２ ５年  ５年  ２年 
３ 10年  ５年    １年 
４ 10年   ２年    ２年 
 

 
 
Ａ－２ 次の記述は、無線局の運用開始及び休止の届出について、電波法（第１６条及び第２７条の１１）及び電波法

施行規則（第１０条の２）の規定に沿って述べたものである。   内に入れるべき字句の正しい組合せを下の

番号から選べ。 
 
① 免許人（包括免許人を除く。）は、免許を受けたときは、遅滞なくその無線局の運用開始の期日を総務大臣に

届け出なければならない。ただし、総務省令で定める無線局については、この限りでない。 
② ①の規定により届け出た無線局の運用を Ａ 以上休止するときは、免許人は、その休止期間を総務大臣に

届け出なければならない。休止期間を変更するときも、同様とする。 
③ ①のただし書により運用開始の届出を要しない無線局は、次に掲げる無線局以外の無線局とする。 

(1) 放送局 
(2) 海岸局であって、電気通信業務を取り扱うもの、海上安全情報の送信を行うもの又は 2,187.5kHz、

4,207.5kHz、6,312kHz、8,414.5kHz、12,577kHz、16,804.5kHz、27,524kHz、156.525MHz 若しくは
156.8MHzの電波を送信に使用するもの 

(3) 航空局であって電気通信業務を取り扱うもの又は航空交通管制の用に供するもの 
(4)  Ｂ  
(5) 海岸地球局 
(6) 航空地球局 
(7)  Ｃ  
(8) 特別業務の局 

 
Ａ    Ｂ        Ｃ 
１ ３箇月  無線航行陸上局  実験局 
２ ３箇月  気象援助局    標準周波数局 
３ １箇月  気象援助局    実験局 
４ １箇月  無線航行陸上局  標準周波数局 
 
 

 
Ａ－３ 免許人は、無線局の識別信号、電波の型式、周波数、空中線電力又は運用許容時間の指定の変更を受けようと

するときは、電波法（第１９条）の規定によりどのようにしなければならないか。正しいものを下の番号から選

べ。 
 
１ あらかじめ、その旨を総務大臣に届け出る。 
２ あらかじめ、総務大臣の指示を受ける。 
３ 総務大臣にその旨を申請する。 
４ 免許状を総務大臣に提出し、記載事項の訂正を受ける。 
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Ａ－４ 次に掲げる用語の定義のうち、電波法施行規則（第２条）の規定に照らし誤っているものを下の番号から選べ。 
 
１ 「ＶＯＲ」とは、１０８ＭＨｚから１１８ＭＨｚまでの周波数の電波を全方向に発射する回転式の無線標識

業務を行う設備をいう。 
２ 「Ｚマーカ」とは、航空機に位置の情報を与えるために、逆円錐

すい

形の指向性電波を垂直に上空に発射する無

線標識業務を行う設備をいう。 
３ 「航空用ＤＭＥ」とは、９６０ＭＨｚから１，２１５ＭＨｚまでの周波数の電波を使用し、航空機において、

当該航空機から地表の定点までの見通し距離を測定するための無線航行業務を行う設備をいう。 
４ 「タカン」とは、１０８ＭＨｚから１１８ＭＨｚまでの周波数の電波を使用し、航空機において、当該航空

機から地表の定点までの方位を測定するための無線航行業務を行う設備をいう。 
 

 
 
Ａ－５  次の記述は、 高圧電気に対する安全施設について、電波法施行規則（第２５条）の規定に沿って述べたもの
である。   内に入れるべき字句の正しい組合せを下の番号から選べ。ただし、   内の同じ記号は、同じ

字句とする。 
 
送信設備の空中線、給電線若しくはカウンターポイズであって高圧電気を通ずるものは、その高さが人の歩行

その他起居する平面から Ａ 以上のものでなければならない。ただし、次のいずれかの場合は、この限りでな

い。 
(1)  Ａ に満たない高さの部分が、人体に容易にふれない構造である場合又は人体が容易にふれない位置にあ
る場合 

(2)  Ｂ 困難であり、かつ、無線従事者以外の者が出入りしない場所にある場合 
 

Ａ        Ｂ 
１ ３メートル    陸上局であって、その設置場所の立地上 
２ ３メートル    移動局であって、その移動体の構造上 
３ ２．５メートル  移動局であって、その移動体の構造上 
４ ２．５メートル  陸上局であって、その設置場所の立地上 
 

 
 
Ａ－６ 次の記述は、無線設備の保護装置について、無線設備規則（第９条）の規定に沿って述べたものである。   内

に入れるべき字句の正しい組合せを下の番号から選べ。 
 
    無線設備の電源回路には、 Ａ 又は自動しゃ断器を装置しなければならない。ただし、 Ｂ １０ワット以

下のものについては、この限りでない。 
 
     Ａ     Ｂ 
１ ヒューズ  負荷電力   
２ ヒューズ  空中線電力 
３ 抵抗器   負荷電力 
４ 抵抗器   空中線電力 
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Ａ－７ 次の記述は、携帯無線通信を行う陸上移動局等の無線設備から発射される電波の人体頭部における比吸収率の

許容値について、無線設備規則（第１４条の２）の規定に沿って述べたものである。   内に入れるべき字句

の正しい組合せを下の番号から選べ。 
 
① 携帯無線通信を行う陸上移動局及び非静止衛星に開設する人工衛星局の中継により携帯移動衛星通信を行う

携帯移動地球局の無線設備（伝送情報が電話（音響の放送を含む。以下同じ。）のもの及び電話とその他の情報

の組合せのものに限る。）は、当該無線設備から発射される電波の人体頭部における比吸収率（電磁界にさらさ

れたことによって任意の生体組織１０グラムが任意の６分間に吸収したエネルギーを１０グラムで除し、さら

に６分で除して得た値をいう。以下同じ。）を毎キログラム当たり Ａ 以下とするものでなければならない。

ただし、次に掲げる無線設備については、この限りでない。 
(1) 平均電力が Ｂ 以下の無線設備 
(2) (1)に掲げるもののほか、この規定を適用することが不合理であるものとして総務大臣が別に告示する無線
設備 
② ①の人体頭部における比吸収率の測定方法については、総務大臣が別に告示する。 

 
     Ａ     Ｂ 
１ ２ワット  ５０ミリワット   
２ ２ワット  ２０ミリワット 
３ ５ワット  ５０ミリワット 
４ ５ワット  ２０ミリワット 
 

 
 
Ａ－８ 次の記述は、無線設備の操作について、電波法（第３９条）の規定に沿って述べたものである。   内に入

れるべき字句の正しい組合せを下の番号から選べ。 
 
① 無線設備の操作を行うことができる無線従事者以外の者は、無線局（ Ａ を除く。以下同じ。）の無線設備

の操作の監督を行う者（「 Ｂ 」という。）として選任された者であってその選任の届出がされたものにより

監督を受けなければ、無線局の無線設備の操作（簡易な操作であって総務省令で定めるものを除く。）を行って

はならない。ただし、船舶又は航空機が航行中であるため無線従事者を補充することができないとき、その他

総務省令で定める場合は、この限りでない。 
②  Ｃ の操作その他総務省令で定める無線設備の操作は、①の本文の規定にかかわらず、無線従事者でなけ

れば行ってはならない。 
 

Ａ         Ｂ        Ｃ 
１ アマチュア無線局  主任無線従事者  モールス符号を送り、又は受ける無線電信 
２ アマチュア無線局  無線通信責任者  無線電信  
３ 実験無線局     主任無線従事者  無線電信 
４ 実験無線局     無線通信責任者  モールス符号を送り、又は受ける無線電信 
 

 
 
Ａ－９ 次の記述は、無線従事者の免許の欠格事由について、電波法（第４２条）の規定に沿って述べたものである。 
   内に入れるべき字句の正しい組合せを下の番号から選べ。ただし、   内の同じ記号は、同じ字句とす

る。 
 
    次のいずれかに該当する者に対しては、無線従事者の免許を与えないことができる。 
① 第９章（罰則）の罪を犯し Ａ の刑に処せられ、その執行を終わり、又はその執行を受けることがなくな

った日から Ｂ を経過しない者 
② 第７９条（無線従事者の免許の取消し等）第１項第１号（電波法若しくは電波法の規定に基づく命令又はこ

れらに基づく処分に違反したときのことをいう。）又は第２号（不正な手段により免許を受けたときのことをい

う。）の規定により無線従事者の免許を取り消され、取消しの日から Ｂ を経過しない者 
③  Ｃ 欠陥があって無線従事者たるに適しない者 

 
Ａ       Ｂ   Ｃ 
１ 罰金以上    ２年  著しく心身に 
２ 罰金以上    １年  心身に 
３ 懲役又は禁固  ２年  心身に 
４ 懲役又は禁固  １年  著しく心身に 
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Ａ－10 次の記述は、無線局の目的外使用の禁止等について、電波法（第５２条から第５５条まで）の規定に沿って述
べたものである。   内に入れるべき字句の正しい組合せを下の番号から選べ。 

 
① 無線局は、免許状に記載された目的又は Ａ （放送をする無線局（電気通信業務を行うことを目的とする

ものを除く。）については放送事項）の範囲を超えて運用してはならない。ただし、次に掲げる通信については、

この限りでない。 
(1) 遭難通信  (2) 緊急通信  (3) 安全通信  (4) 非常通信  (5) 放送の受信   
(6) その他総務省令で定める通信 
② 無線局を運用する場合においては、 Ｂ 、識別信号、電波の型式及び周波数は、免許状に記載されたとこ

ろによらなければならない。ただし、遭難通信については、この限りでない。 
③ 無線局を運用する場合においては、空中線電力は、次に定めるところによらなければならない。ただし、遭

難通信については、この限りでない。 
(1) 免許状に Ｃ であること。  
(2) 通信を行うため必要最小のものであること。 
④ 無線局は、免許状に記載された Ｄ でなければ、運用してはならない。ただし、①の(1)から(6)までに掲げ
る通信を行う場合及び総務省令で定める場合は、この限りでない。 

 
Ａ               Ｂ           Ｃ Ｄ 
１ 通信事項            無線設備の設置場所   記載されたもの      運用許容時間内 
２ 通信事項            空中線の型式及び構成  記載されたものの範囲内  運用義務時間内 
３ 通信の相手方若しくは通信事項  無線設備の設置場所   記載されたものの範囲内  運用許容時間内 
４ 通信の相手方若しくは通信事項  空中線の型式及び構成  記載されたもの      運用義務時間内 
 

 
 
Ａ－11 次の記述は、混信等の防止について、電波法（第５６条）及び電波法施行規則（第５０条の２）の規定に沿っ
て述べたものである。   内に入れるべき字句の正しい組合せを下の番号から選べ。 

 
① 無線局は、他の無線局又は電波天文業務（宇宙から発する電波の受信を基礎とする天文学のための当該電波

の受信の業務をいう。以下同じ。）の用に供する受信設備その他の総務省令で定める受信設備（無線局のものを

除く。）で総務大臣が指定するものにその運用を阻害するような Ａ を与えないように運用しなければならな

い。ただし、 Ｂ については、この限りでない。 
② ①に規定する指定に係る受信設備は、次に掲げるもの（ Ｃ を除く。）とする。 

(1) 電波天文業務の用に供する受信設備 
(2) 宇宙無線通信の電波の受信を行う受信設備 
 
Ａ         Ｂ                     Ｃ 

１ 混信        遭難通信、緊急通信、安全通信及び非常通信  固定するもの 
２ 混信        遭難通信                  移動するもの 
３ 混信その他の妨害  遭難通信                  固定するもの 
４ 混信その他の妨害  遭難通信、緊急通信、安全通信及び非常通信  移動するもの 
 

 
 
Ａ－12 次の記述は、時計、業務書類等の備付けについて、電波法（第６０条）の規定に沿って述べたものである。 
   内に入れるべき字句を下の番号から選べ。 

 
    無線局には、正確な時計及び   を備え付けておかなければならない。ただし、総務省令で定める無線局に

ついては、これらの全部又は一部の備付けを省略することができる。 
 
１ 無線検査簿、無線業務日誌その他総務省令で定める書類 
２ 無線業務日誌その他総務省令で定める書類 
３ 無線検査簿その他総務省令で定める書類 
４ 総務省令で定める書類 
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Ａ－13 次の記述は、放送局の試験電波の発射について、無線局運用規則（第１３９条）の規定に沿って述べたもので
ある。   内に入れるべき字句の正しい組合せを下の番号から選べ。 

 
    放送局は、無線機器の Ａ のため電波の発射を必要とするときは、発射する前に Ｂ によって聴守し、他

の無線局の通信に混信を与えないことを確かめた後でなければその電波を発射してはならない。 
 

Ａ       Ｂ 
１ 試験又は調整  自局の発射しようとする電波の周波数 
２ 試験又は調整  自局の発射しようとする電波の周波数及びその他必要と認める周波数 
３ 試験      自局の発射しようとする電波の周波数 
４ 試験      自局の発射しようとする電波の周波数及びその他必要と認める周波数 
 

 
 
Ａ－14 次の記述は、無線局の免許の取消し等について述べたものである。電波法（第７６条）の規定に照らし誤って
いるもの下の番号から選べ。 

 
１ 総務大臣は、免許人（包括免許人を除く。）が正当な理由がないのに、無線局の運用を引き続き６箇月以上休

止したときは、その免許を取り消すことができる。 
２ 総務大臣は、放送をする無線局の免許人が放送法に違反したときは、３箇月以内の期間を定めて放送をする

無線局の運用の停止を命ずることができる。 
３ 総務大臣は、免許人が電波法に違反したときは、期間を定めて運用許容時間を制限することができる。  
４ 総務大臣は、免許人が電波法に基づく命令に違反したときは、空中線電力の指定を変更することができる。 
 

 
 
Ａ－15 無線局の免許人は、電波法又は電波法に基づく命令の規定に違反して運用した無線局を認めたときは、どのよ
うにしなければならないか。電波法（第８０条）及び電波法施行規則（第４２条の２）の規定に照らし正しいも

のを下の番号から選べ。 
 
１ できる限り速やかに、文書によって、総務大臣又は総合通信局長（沖縄総合通信事務所長を含む。）に報告し

なければならない。 
２ その無線局を告発しなければならない。 
３ その無線局の免許人にその旨を通知しなければならない。 
４ その無線局の電波の発射を停止させなければならない。 
 

 
 
Ｂ－１ 次に掲げる用語の定義のうち、電波法施行規則（第２条）の規定に照らし正しいものを１、誤っているものを

２として解答せよ。 
 
ア 「映像信号」とは、静止影像を２値のディジタル情報に変換して得られる電気的変化であって、永久的な形

に受信されることを目的として静止影像を伝送するためのものをいう。 
イ 「同期信号」とは、映像を同期させるために伝送する信号をいう。 
ウ 「文字信号」とは、文字、図形又は信号を２値のディジタル情報に変換して得られる電気的変化であって、

文字、図形又は信号を伝送するためのものをいう。 
エ 「ファクシミリ信号」とは、走査に従って生ずる直接的の電気的変化であって、静止し、又は移動する事物

の瞬間的映像を伝送するためのものをいう。  
オ 「音声信号」とは、音声その他の音響に従って生ずる直接的の電気的変化であって、音声その他の音響を伝

送するためのものをいう。 
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Ｂ－２ 次の記述は、伝搬障害防止区域の指定について、電波法（第１０２条の２）の規定に沿って述べたものである。 
   内に入れるべき字句を下の番号から選べ。 

 
総務大臣は、 ア 以上の周波数の電波による イ で次のいずれかに該当するもの（以下「重要無線通信」

という。）の電波伝搬路における当該電波の伝搬障害を防止して、重要無線通信の確保を図るため必要があるとき

は、その必要の範囲内において、当該 ウ の両側それぞれ エ 以内の区域を伝搬障害防止区域として指定す

ることができる。 
(1) 電気通信業務の用に供する無線局の無線設備による無線通信 
(2) 放送の業務の用に供する無線局の無線設備による無線通信 
(3) 人命若しくは財産の保護又は治安の維持の用に供する無線設備による無線通信 
(4) 気象業務の用に供する無線設備による無線通信 
(5)  オ の業務の用に供する無線設備による無線通信 
(6) 鉄道事業に係る列車の運行の業務の用に供する無線設備による無線通信 

 
１ １，９８０メガヘルツ  ２ ８９０メガヘルツ  ３ 無線通信   ４ 特定の固定地点間の無線通信 
５ ５０メートル      ６ １００メートル   ７ 電波伝搬路  ８ 電気事業に係る電気の供給 
９ 電波伝搬路の地上投影面に沿い、その中心線と認められる線      10 ガス事業に係るガスの供給 
 

 
 
Ｂ－３ 次の記述は、超短波放送（デジタル放送を除く。）を行う放送局の無線設備について、無線設備規則（第３５条、

第３６条の２、第３６条の３、第３６条の５及び第３６条の７）の規定に沿って述べたものである。   内に

入れるべき字句を下の番号から選べ。 
 
① 送信空中線は、その発射する電波の偏波面が ア となるものでなければならない。ただし、総務大臣が特

に必要と認める場合は、この限りでない。 
② 送信装置は、 イ まで直線的に変調することができるものでなければならない。 
③ 送信装置の左側信号及び右側信号の入力端子に同一に信号を加えた場合の当該装置の出力端子における左側

信号と右側信号とのレベルの差は、１００ヘルツから１０，０００ヘルツまでの間のいずれの変調周波数にお

いても、 ウ 以内でなければならない。 
④ 送信装置の信号対雑音比は、１，０００ヘルツの変調周波数により主搬送波に±７５ｋＨｚの エ を与え

たとき、５５デシベル以上となるものでなければならない。 
⑤ ④の規定を適用する場合は、５０マイクロ秒の時定数を有するインピーダンス周波数特性の回路により 
 オ を行うものとする。 

 
１ 垂直  ２ ９０パーセント  ３ 変調       ４ １００パーセント  ５ ディエンファシス 
６ 水平  ７ 周波数偏移    ８ １．５デシベル  ９ ３デシベル     10 プレエンファシス 

 
 
 
Ｂ－４ 次の記述は、放送局の行う超短波放送（デジタル放送を行う場合にあってはＦ７Ｗ電波を使用するものに限る。） 
の主搬送波の変調、音声信号及びステレオホニック放送について述べたものである。超短波放送に関する送信の

標準方式（第３条から第５条まで）の規定に照らし正しいものを１、誤っているものを２として解答せよ。 
 
ア 主搬送波の変調は、位相変調とする。 
イ 音声信号の最高周波数は、２０，０００ヘルツとする。 
ウ ステレオホニック放送を行う場合にあっては、副搬送波の変調の型式は、振幅変調とし、当該副搬送波は、

抑圧するものとする。 
エ ステレオホニック放送を行う場合にあっては、パイロット信号の周波数は１９ｋＨｚ、副搬送波の周波数は

３８ｋＨｚとし、パイロット信号の周波数と副搬送波の周波数とは、相互に低調波と高調波の関係にあるもの

とする。 
オ ステレオホニック放送を行う場合にあっては、副搬送波は、パイロット信号が時間軸と交わるとき、同時に

正傾斜で時間軸と交わるものとする。 
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Ｂ－５ 次の記述は、放送局（放送試験局を含む。）の行う標準テレビジョン放送（デジタル放送を除く。）の使用する

周波数帯幅等について述べたものである。標準テレビジョン放送（デジタル放送を除く。）に関する送信の標準方

式（第４条から第６条まで）の規定に照らし正しいものを１、誤っているものを２として解答せよ。 
 
ア 使用する周波数帯幅は、６ＭＨｚとする。 
イ 映像信号搬送波の周波数は、周波数帯幅の下限より１，２５０ｋＨｚ高い周波数とする。 
ウ 音声信号搬送波の周波数は、映像信号搬送波の周波数より４．５ＭＨｚ高い周波数とする。 
エ 映像信号搬送波の変調の型式は、周波数変調とする。 
オ 音声信号搬送波の変調の型式は、振幅変調とする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(GY601-7) 


